
１．　分　析　目　的

　環境問題に対する取り組みが，１９９０年代に入る頃から世界的に大きく前

進した。企業は，持続可能な社会のために経済効率と環境保全を同時に追

求するという責任を問われるようになってきた。

　環境と経済の同時的達成の重要な鍵となるのは，環境イノベーションで

ある。その理由は，環境イノベーションは，環境負荷をもたらしている

様々な活動やシステムを革新して環境負荷を減らすために不可欠であるか

らである。ポーター仮説では，適切な環境規制によって環境イノベーショ

ンを導き，環境パフォーマンスを改善すると同時に，経済的成果をもたら

すことができると指摘した（Porter and v.d. Linde １９９５）。この考えの中に

は，環境政策，環境イノベーション，競争優位，パフォーマンスにかかわ

る論点が含まれている。OECDでは，環境にやさしい成長をどのように実

現するかを重要な課題としてとりあげ，そのための環境イノベーション促

進の戦略，環境政策について研究が進められている（OECD ２００９）。

　そこで本稿では，第１に，持続可能な社会の実現に向けて主要国の環境

政策はいかに展開されているのか，その特徴を簡単に検討する。第２に，

わが国の環境イノベーションは歴史的にどのように展開されてきたのか，

特許数データをもとに吟味する。

２．　日米欧の環境政策の特徴

　環境政策とは，人々の生活や生態系に被害を及ぼす環境汚染を防止し，
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持続可能な自然環境を保全するために必要な政策的取り組みを意味してい

る。あるいは環境政策は，「人間社会にとって望ましい環境水準を作り出す

ための公共政策である」（環境基本法）。したがって，環境政策の目的は，

政策的に環境汚染を防止し，持続可能な自然環境を保全し人々に安全で健

康的な環境を確保することである。その目的達成のために，国は各種法律

を定め施策を展開している。

　環境政策の目的を達成する手段としては，国及び地方自治体を通して実

行される多くの法律や条例があり，法的規制，課税，補助金，ガイドライ

ンなどが存在する。その対象は，国内的取り組みだけでなく国際機関や国

際協力を通して国際的に取り組むことも含まれる。環境政策は，国及び地

方自治体（県，市，町など）等の多様なレベルにまたがっている。

　環境に対して具体的にどのような政策および取り組みが展開されてきた

のであろうか。日米欧の環境政策の特徴を概略的に見てみよう。

（１）　日　　本

　わが国では，戦後，経済の発展と重化学工業化が急速に進み，深刻な公

害問題が水俣（熊本水俣病），四日市（四日市ゼンソク），阿賀野川流域

（新潟水俣病），神通川流域（イタイイタイ病）などで発生した。また，

１９７０年代は自動車排気ガスや光化学スモッグの発生による大気汚染も深刻

化した。

　深刻化する公害問題に対処するために，１９６７年には公害対策基本法が制

定され，１９６８年には大気汚染防止法，１９６９年には水質汚濁防止法が制定さ

れた。環境悪化に対する規制が，世界的な環境規制の高まりに呼応して，

１９６０年代後半から強められた。環境問題の顕在化とともに，１９７０年代の環

境規制は厳しくなり問題を解決するために企業による技術開発も進んだ。

１９７０年代半ばから１９８０年代半ばまでの１０年間についての調査では，日本の

汚染削減支出の対 GNP比は米国のそれの約２倍であった（Lanjouw and 

Mondy １９９６）。その結果，わが国は廃水や排気の環境対策おいて著しい成果
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をあげてきた。

　１９９９年になると PRTR法（Pollutant Release and Transfer Register ;「特

定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善に関する法」）が制定

され，化学物質について年間１トン以上の移動・排出をする常用雇用者数

２１人以上の事業所では届出を義務付けられた。この法律は，特定の化学物

質の環境への排出量等の把握に関する措置並びに事業者による特定の化学

物質の性状及び取扱いに関する情報の提供に関する措置等を講ずることに

より，事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し，環境の保全

上の支障を未然に防止することを目的とする」（第１条）とある。PRTR制

度は，企業自身が自社から排出されている化学物質排出量を把握すること

で，自社及び業界団体で削減目標を設定し，自主的に排出対策に取り組む

ものとして位置づけられている。わが国は，排出基準の規制とともに，自

主的取り組みが企業と地方自治体の間の公害防止協定を典型として，重視

することが傾向的に見られた。

（２）　米　　国

　これに対し，米国の環境政策は，１９７０年の改正大気浄化法によって当時

としては極めて厳しい規制を他国に先駆けて導入した。激しい消費者運動

に後押しされて導入されたこの大気浄化法は，個人の健康を守るための市

民の権利意識を強く反映している。また，企業の使用する化学物質の情報

を開示する TRI制度の導入は，１９８６年に制定された「緊急計画・地域住民

の知る権利法」（EPCRA;　Emergency Planning and Community Right to 

Know Act）によって実現している。

　TRI（Toxic Release Inventory; 有害物質排出目録）制度は，自然を守る意

識から生まれたというよりは，その法律名「緊急計画・地域社会知る権利

法」が示すごとく，個人の知る権利に基づいて正当化され制定されている。

１９８４年にインドのボパールにあったユニオン・カーバイド社工場での大規

模な事故をきっかけに，事業で使われる有害物質についての人々の情報公
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開の要求が強まり，「緊急計画・地域社会知る権利法」が制定された。この

法律に基づいて１９８７年に TRI制度が定められ，環境保護庁と州政府は，産

業施設からの有害化学物質の放出と移動について毎年データを収集し，公

表するようになった。

　また，１９８０年に制定され１９８６年に大幅に修正されたスーパーファンド法

（包括的環境対処補償責任法）には，次の特徴が見られる。①事業当事者の

明確化，②厳格責任主義，③遡及責任主義，④連帯責任主義，⑤広範な浄

化対策，である。このように，スーパーファンド法は，環境汚染に対する

厳格な責任と過去の汚染に対してまでも責任が追及される厳しい内容となっ

ている。そこには規制的な環境政策が顕著に見られる。

　他方で，米国では市場経済における活動について，所有に基づく企業支

配の権利と資本効率の追求が保証されている。米国では，市場経済におけ

る自由と所有権を守ることが高い政策優先度をもっている。経済活動は市

場原理を基本とし，自由競争と自己責任の原則が支配的であるからである。

このように米国の環境政策は，水，大気等に関する厳しい排出規制と経済

的自由の相反した側面を見せている。米国には政治と産業の間に伝統的な

対立的関係があると見られている。

　つまり，米国は経済活動としての自由を大幅に許容しながら，他方で，

大気，水系への排出削減を強く規制し，スーパーファンド法のように，環

境被害に対する責任保障・法的責任を厳しく定めている。自由な経済行動

を重視するがゆえに，環境保護のためには強い環境規制が逆に必要になる。

その結果，自由と規制のように，企業と政府はしばしば対立することが起

こる。

（３）　EU

　対照的に，ヨーロッパの顕著な特徴は，環境保護規制が策定されるその

方法にある。すなわち，政府，産業，市民の間に環境に関する価値が共有

され，より協力的関係が形成されている。ヨーロッパあるいは調整型の経
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済制度・企業統治では，社会的合意に基づく問題解決が重視されている

（Hall and Soskice ２００１）。また，環境価値を重要な共有規範として，企業，

市民の行動の変革を政府による法的規制によって推進している。そして，

CO２や有害化学物質による環境負荷の実質的な削減を環境政策は重視してい

る。そのために，炭素税の導入のように，外部費用の内部化を求め，予防

的な包括的措置を求める環境政策へ向かっている。歴史的には，個の哲学

を生んだヨーロッパであるが，ディープ・エコロジーやナチュラル・ス

テップなどのエコロジー的な相互依存の思想が強調されてきた。相互依存

し共生する理念がその環境政策にも強く反映され出している。

　個別対策についてみると，ドイツは１９７８年に世界で最初の環境ラベル

「ブルーエンジェル」を導入したほか，とりわけ廃棄物への取り組みでは他

国をリードしてきた。１９９０年にフィンランド，１９９１年にスウェーデンとノ

ルウェイ，１９９２年にデンマークが炭素税を導入している。さらに，ヨー

ロッパでは LCA手法の開発やリサイクルの推進を重視している。またド

イツは，１９９１年の「包括廃棄物規制例」によって，包装廃棄物の回収・再

生利用・リサイクルを義務付けている。このための回収システムが構築さ

れたほか，再生利用が推進されている。１９９７年には使用済自動車の回収・

リサイクルをメーカーに義務付けている。

　そしてEUでは，化学物質の規制においてどこよりも先行してきた。２００３

年　WEEE指令（Waste Electrical & Electronic Equipment：電気および電

子機器廃棄物に関する指令），RoHS指令（Restriction of the Use of 

Certain Hazardous Substances in Electrical & Electronic Equipment：電

気・電子機器の有害物の使用制限に関する指令）を制定し２００６年に施行さ

れている。２００６年には，REACH規則（Registration, Evaluation, Authoriza-

tion and Restrictions of the Chemicals：化学物質の登録・評価・許可・制

限規則）が制定され，２００７年より施行されている。

　以上のように，環境政策は国・地域によって展開される内容に違いがあ

る。それは，国や地域によって社会的，経済的，自然的条件や政策目的に
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違いがあることを反映している。社会・経済の制度や価値規範との関係で，

異なる政策が展開されている。そのために，環境税の導入に対する姿勢や

再生エネルギーに対する政策の違いが認められる。

　地球環境問題に関する環境政策の目的と手段の関係には，問題の多面性

のゆえに一義的な因果関係が必ずしも存在しない。環境問題は分類すれば，

地球温暖化，生物多様性の減少，熱帯雨林の減少，砂漠化，有害物質の削

減，オゾン層の破壊，酸性雨などであり，それに対する企業の対策は，大

気，水質，化学物質，温室効果ガス，廃棄物，リサイクル，省エネルギー，

再生エネルギーの開発など多様な活動に関連している。そのため，環境政

策は，環境汚染を削減するための排出基準の設定や，課税制度および補助

金，需要喚起政策，研究開発支援，情報公開制度・インフラの整備，環境

教育など，広範囲に及んでいる。単一の環境政策ですべてを解決すること

はできない（OECD ２０１０）。環境負荷には多様な側面があり，したがってそ

の環境負荷を削減する活動は多面的である。環境政策を実施する状況に多

様性があるために，導入される政策に違いが生まれる。しかも，地球環境

問題の因果関係には複雑性とともに結果の不確実性がある。それゆえ，総

合的な階層的な取り組みを行う政策の統合性が求められる。

３．　環境政策と環境イノベーション

（１）　環境イノベーション

　環境政策の重要な機能は，持続可能な社会を実現するために環境イノ

ベーションを導くことである。環境負荷削減を目指して行われる環境イノ

ベーションは，技術的な製品イノベーション及び工程イノベーションと，

非技術的な組織イノベーションとマーケティングイノベーションに分類す

ることができる。そして，技術的イノベーションは，エンド・オブ・パイ

プ型技術ばかりでなく，設計開発，製造，使用，廃棄・リサイクルのそれ

ぞれの段階で取り組むことができる。製品イノベーションはこれまでにな

い製品機能や性能，製品品質を作り出すことである。これに対し工程イノ
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ベーションは生産方法，生産技術の革新を意味している。そして，組織・

マーケティングイノベーションは事業のシステムや構造を変え，新しい

サービスやシステムを作ることである。

　イノベーションの創造プロセスに関する研究が進む中で，イノベーショ

ンは「技術の社会的構成」に依存することが強調されるようになった。環

境技術は，「環境の質の改善にいたる技術的，経済的，組織的，社会的，制

度的変革である」ととらえられ，企業による環境イノベーションは，政府

規制等の社会的条件，市場条件，企業組織要因が相互作用的に働くプロセ

スであり，複合的システムであるとみなされるのである。したがって，環

境政策にとって，規制によって直接効果を上げることだけでなく，市場の

需要を強めることや経済主体の組織能力の構築を支援することが合わせて

重要である。イノベーションについて，企業内部の組織活動のみならず環

境政策，技術，市場あるいは需要によって説明する研究が増えているのは

そうした事情による。このアプローチは，環境イノベーションの創造プロ

セスを解明し政策の有効性を高めることや，インセンティブを与え動機づ

けを工夫するうえでは重要な視点である。

　持続可能な成長とそれを実現する環境イノベーションに政策的関心が集

まる中で，OECD（２００９）は，環境イノベーション（グリーンイノベー

ション）を，イノベーションの対象（ターゲット）とイノベーションの方

法（メカニズム），イノベーションのインパクトによって分類し，有効な環

境政策とはいかなるものか検討している。このうち，環境イノベーション

の対象には，第１に製品・工程，第２に，組織・マーケティング手法，第

３に，制度・仕組みがあるとする。製品とは，個別の製品のイノベーショ

ンであり，工程は，生産方法・生産技術のイノベーションである。次に，

組織・マーケティング手法は，個別組織の情報技術を使ったエネルギー・

マネジメントサービスや事業システムのイノベーションである。そして，

制度・仕組みは，社会経済制度やシステムのイノベーションである。これ

に対し，イノベーションの方法は，改良，再設計（re-design），代替手法
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（alternative），創造（creation）の４段階に分けられている。環境政策は，

技術の発展段階や市場の発展段階によって，これらイノベーションを効果

的に誘発するように，経済的手法，あるいは規制的手法が選択される必要

があることを強調している。

　表１は，OECDの分類をもとに，環境イノベーションに関する政策をそ

の内容によって整理している。供給側の環境行動を刺激する環境政策とし

ては，例えば，

①　ベンャーキャピタル・ファンドなどを通して資本供給を行い，環

境ベンチャー企業を推進する資本支援がある。

②　税制措置や補助金などを使って経済的インセンティブを与える支

援がある。

③　大学や基礎研究機関への資本提供によって研究開発支援がある。

他方，需要側の環境行動を促進する環境政策としては，例えば，

①　規制や基準を設定する政策がある。規制や基準を促進する政策が

ある。

②　グリーン購入の公募調達政策

③　グリーン購入を促進する政策がある。

　具体的には，環境イノベーションを促進するための需要喚起政策として，

外部経済に対する課税やインセンティブを高める市場手段，特定市場での

公的調達，規制などがある，新企業・新事業に対しては，規制改革が考え

られる。既存技術に偏り環境改善が進まない研究・投資については，R&D

支援，優遇税制，補助金などによる研究・投資の推進が可能である。

　このように，環境政策は，環境イノベーションを促す上で技術に関する

ものから制度に関するものまで，多様な手段を講ずることができる。

１９６０，１９７０年代の厳しい環境規制がエンド・オブ・パイプ的な工程イノ

ベーションを促進したことはよく知られている。また，平成２３年３月まで

実施された家電エコポイント制度および住宅エコポイント制度は顕著な需

要喚起効果があった。しかし，温室効果ガス削減のための環境政策や再生
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エネルギーへの転換のような制度・システムの変更を伴うイノベーション

を促進する政策は，十分展開されているとは言えない。

　選択された環境政策が期待する環境イノベーションを誘導できるかどう

かは，その他の多くの要因に依存している。イノベーションを実現するに

は，供給側政策も需要側政策もカバーした統合的アプローチが求められる。

あるいは，技術的政策も制度的・社会的政策も合わせて遂行することが求

められる。イノベーションはプロセスであり，市場，規制，文化・吸収能

力などに依存しているからである。ファクター１０を実現するには，技術的

イノベーションのみならず，社会制度・経済システムの革新が必要であり，
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表１　環境イノベーションにかかわる環境政策の分類

需 要 側 政 策供 給 側 政 策

規制や基準
新たな製品開発が誘発される規制・制
度
　エコポイント制度
　環境ラベル
　グリーン購入
公共調達・需要サポート
　公共調達による需要下支え，需要喚起
技術移転
　先進国企業から途上国企業への移転
　大企業から中小企業への移転
　ISO１４００１の普及
　エコアクション２１　

環境規制・排出基準
　新たな技術開発誘発
　リサイクル法の制定
財務的支援
リスク支援，補助金，ベンチキャピタ
ルを通した資本支援，環境格付け融資
への利子補給
研究開発支援
　政府，大学，研究機関との協力，
　研究資金の提供
商業化支援
　税制措置，補助金
教育・訓練
　人材の育成
　持続可能な教育のための教育（ESD）
ネットワークパートナーシップの促進
知識ネットワークの活用によるオー
プンイノベーションの誘発
情報サービス
　情報提供
　環境報告ガイドライン
インフラ整備
　輸送や情報通信網の整備

（出所）　OECD（２００９），環境省『環境白書　平成２３年版』をもとに作成。



その意味で組織・イノベーションの果たす役割は大きい。

（２）　先行研究による環境イノベーションの調査

　環境技術のイノベーションに関するヘルストロームの調査によれば，１０５

件のサンプル中５４．３％ が工程イノベーションであり，３０．５％が製品イノ

ベーションであった（Hellström ２００７ ）。また，ドイツ企業５８８社について

の調査では，２００１年から２００３年の３年間に行われた環境イノベーションに

ついて，３７．２％の企業が環境製品イノベーションを行い，６９．９％の企業が

環境工程イノベーション行っていることが明らかにされた（Rehfeld et al 

２００７）。

　これは，環境負荷削減においては資源効率やエネルギー効率，廃棄物削

減等が主要な目的であり，いずれも生産効率に深く関わっているために工

程イノベーションが重要な役割を果たしていることを示している。また，

産業のライフサイクルが成熟し，生産規模が増大すると埋没原価も大きく

なるために，工程イノベーションが重みを増してくる。もちろん，長期動

態的に考えれば製品イノベーションあるいは新事業の追求が市場的成功に

とっても新たな経済発展にとっても不可欠である。アバナシー・モデルに

従えば，一般に，新しい産業の発展は，製品イノベーションによって切り

開かれるからである（Abernathy １９７８）。

　加えて，環境イノベーションは，ライフサイクル的に広くとらえる必要

がある。環境イノベーションの方法は，プロセス的視点から言えば，末端

でのエンド・オブ・パイプ手法とプロセス全体の中で源泉からの汚染防止

を追求する予防的手法に分けることができる。環境経営への取り組みが深

まるにつれ予防的なライフサイクル的手法に移りつつある。

　こうして，CO２，PRTR物質，水，大気について生産工程での取り組み

および製品設計での取り組みが進み，結果としての排出物および環境負荷

の削減が期待できる。環境負荷削減には，単一の急進的なイノベーション

に依存するというよりは，組織全体で様々な取り組みによって継続的な改
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善努力が行われてきたことを物語っている。

４．　特許データにもとづいたわが国の環境イノベーションの分析

　本節では，わが国企業による環境イノベーションにはどのような傾向が

あるか明らかにするために，１９６４－２００９年の間に登録された環境関連特許

を種類別・時系列別に集計を行った（表２～表４）。この結果，いくつかの

興味ある特徴を確認することができる。

　第１に，環境特許は，１９６５年から１９７９年にかけては，廃水，大気汚染関

連が特許数の第１位，第２位を占めている。１９８０年を除けば，この傾向は，

１９８２年まで続いている。特許の種類別には，２００２年までは廃水対策が特許

件数の第１位であり続ける。しかし，１９８３年には製品設計が大気汚染の特

許件数を上回っている。１９８０年代はこの傾向が続いたが，１９９１年にふたた

び大気汚染特許が第２位となり，２０００年まで続いている。

　第２に，２００３年からは種類別には製品設計が第１位の特許数となってい

る。これは，企業が公害型対策よりも製品イノベーションに向かっている

ことを表し，それはまた市場での競争優位に結びつく特許に企業が向かっ
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図１　種類別環境特許数の推移

（出所）NRIサイバーパテントより作成



ていることを示唆している。２００９年の製品設計の特許数は４，５８２件，廃水対

策２，０６９件，大気汚染対策２，０４６件で，製品設計が廃水や大気汚染の２倍以

上の数に達している。

　第３に，廃棄物対策に関しては，１９９０年には１，８８６件であったが，２０００年

には５，２３２件で急増している。そして，この年がピークでそれ以降は減少に

転じ，２００９年には１，３５９件と大きく減少している。これは，廃棄物対策の技

術革新がある程度達成されたということを反映しているであろう。リサイ

クル法が２０００年前後に相次いで成立したことがこうした取り組みを促して

いるものと考えられる。同時に，１９９０年代が環境への取り組みが世界的規

範となる中で強化され，１ISO１４００１の実施，環境報告書の作成などが行われ，

廃棄物削減が集中的に取り上げられてきたことがうかがえる。多くの企業

の環境報告書に共通するのは，廃棄物がいかに削減されたか，企業努力の

成果を強調することであった。この時期，企業は，ゼロ・エミッションを

掲げ，ISO１４００１の認証取得を重視してきたのである。しかし，２０００年に入

ると，廃棄物対策はピークをつけ，以後は環境志向の製品設計が急増する

のである。

　第４に，表２によって特許数の伸びを見ると，公害対策基本法が制定さ

れた１９７０年に比較して２００９年では，工業廃水３．５４倍，大気汚染３．８５４倍，廃
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表２　環境イノベーションの伸び率
 （特許件数）

２０００－２００９
伸び率
（％）

１９７０－２００９
伸び率
（％）

２００９２０００１９７０種　　類

－６７．６　３．５４倍２，０６９６，３８８５８３工業廃水

－４５．９　３．８５２，０４６３，７７９５３１大気汚染

－７４．０  ３．４２１，３５９５，２３２３９７廃棄物

 ２．６  ３７．５１，２３６１，２０５３３省エネ・新エネルギー

 ２６．５  １２．６４，５８２３，６２３３６４製品設計

（出所）　図１に同じ。



棄物３．４２倍，省エネ・新エネルギー３７．５倍，製品設計１２．６倍である。省エ

ネ・新エネルギーは１９７０年の特許数は３３件しかないので，著しく伸びたと

はいうものの２００９年の特許件数は種類別にみると最も少ない。その意味で

は，省エネ・新エネルギーが最重要であるということを反映しているもの

ではない。

　循環型社会形成推進基本法が制定された２０００年と，２００９年の特許数を比

較すると，工業廃水６７．６％減，大気汚染４５．９％減，廃棄物７４．０％減，省エ

ネ・新エネルギー２．６％増，製品設計２６．５％増となっている。このように

２０００年以降は，製品設計の伸びが最大で，廃水，大気，廃棄物等は大幅に

減少している。これは環境への取り組みがエンド・オブ・パイプ型の取り

組みから市場での競争優位性の獲得を目指した製品イノベーションに向

かっていることを示唆している。

　第５に，表３によってこれらの特許を製品特許と工程特許に再分類して

みるとさらに新たな特徴が浮かんでくる。ここでは，工業廃水対策，大気

汚染対策，廃棄物対策に関する特許を工程イノベーションとしてとらえ，

製品設計と省エネ・新エネルギー開発に関する特許を製品イノベーション

としてとらえる。省エネ・新エネルギーについては省エネ家電製品，省エ

ネ住宅のように製品特許にかかわるものが多いが，必ずしも製品のみでな

く，CO２ 削減にかかわる工程技術にかかわるものがある。本稿が依拠した

国際基準IPC（International Product Classification ）では，新エネルギーに
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表３　製品別・工程別環境イノベーションの割合
（特許件数，（％））

２００９２０００１９９０１９８０１９７０種　　類

５，４７４１５，３９９８，０３３４，４７０１，５１１
工程イノベーション

（４８．５％）（７６．１％）（７７．６％）（６３．１％）（７９．２％）

５，８１２４，８２８２，３２５２，６１３３９７
製品イノベーション

（５１．５％）（２３．９％）（２２．４％）（３６．９％）（２０．８％）

（出所）図１に同じ。



は再生可能なエネルギーである風力発電，太陽光エネルギー，地熱発電，

水力発電，バイオマス，廃棄物利用エネルギーが含まれている。新エネル

ギーの開発は，電気自動車やハイブリッドカーのように，異なる種類のエ

ネルギー源を開発することで在り，ここでは近似的に製品イノベーション

に分類した。

　この結果，工程イノベーションと製品イノベーションの比率は２００８年ま

では工程イノベーションが常に多くを占め，１９８０年を除くと全特許数の

７０％以上を工程イノベーションが占めている。これはすでに引用したヨー

ロッパでの特許の動向と一致するパターンである。これに対し，製品イノ

ベーションは２００９年になってようやく５０％を超え，工程イノベーションを

逆転している。長期にわたって環境対策は工程技術中心に取り組みが行わ
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表４　環境特許件数の推移
１９７５１９７４１９７３１９７２１９７１１９７０１９６９１９６８１９６７１９６６１９６５１９６４
３，１５１２，５６３２，５５６２，４４１１，４７９５８３３７１２８６１８５６９１７２wastewate

２，４９９２，１５１２，４６０１，９７８１，３２８５３１２９７２０４１２４５７６３airpollutior

１，５６６１，４０４１，３６１１，３０８８９６３９７２５４１６７１０９４３７０solid

６００６４７１８４１２３１０３３３３９３９１５５１０energy

７７３９０６９９２６６２６５５３６４２６９２１７１８２４３２０４product

１９８７１９８６１９８５１９８４１９８３１９８２１９８１１９８０１９７９１９７８１９７７１９７６
３，３１２３，０８９３，１６５３，３２４３，１３６１，９１６１，９７７１，９１９２，０２５２，３０３２，３８９３，００９wastewate

１，７２０１，６８８１，６２６１，５１２１，５０８１，５２９１，５０４１，４１５１，４２４１，３７９１，８３５２，２３５airpollutior

１，５７４１，５１７１，４０２１，５４５１，６５１８６７１，０１１１，１４０１，０４３１，３６５１，３４２１，６５９solid

５６４８０３９６３１，５５６２，０３２１，３３５１，４８０１，４９２９７３６９７６６３５８１energy

２，００３１，８６４２，０８７２，２８５２，３１５１，２３１１，３１５１，１２１１，０６６８５２８７０８３７product

１９９９１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４１９９３１９９２１９９１１９９０１９８９１９８８
５，２９１５，０４５５，２４９４，９５４４，４７４４，２８２４，６１３４，４３３４，０４７３，７５０３，４５８３，３１２wastewate

３，０７７３，４３２３，２３２２，９９５３，０６９３，０４７３，２５０２，９０４２，８４２２，３９７１，８５６１，７４３airpollutior

４，２４６３，９４０３，７２３３，６９４３，０７２３，０４７３，１２２２，７４５２，３２８１，８８６１，５３５１，５９２solid

９６５８６０８２９６６９５７０５３９５２２４７０４３１３９８３８８４４０energy

３，１７１２，９８１２，５３９２，１７７２，０３８１，８８９２，２７５２，１１９２，１１６１，９２７２，０４５１，９１６product

２００９２００８２００７２００６２００５２００４２００３２００２２００１２０００
２，０６９３，２９９３，４９９３，７９９４，０８６４，５５６４，８６１５，４９８６，３３７６，３８８wastewate

２，０４６３，２８９３，２３９３，１４５３，０８２３，３６５３，５０４３，５９０３，７５９３，７７９airpollutior

１，３５９１，９５８２，２５２２，５１７２，７８１３，３０７３，７０５４，２４５４，６８４５，２３２solid

１，２３６１，２４１９４４９２７８７９１，０３４１，０７８１，０８５１，１５１１，２０５energy

４，５８２６，７１５６，３４５６，１６３６，１３４６，０９９６，１７３５，２７８４，２６８３，６２３product



れてきたが，２００１年以降，製品設計が急速に増えてきたのである。

　これは，企業が開発戦略の重点を製品革新におき始めたということであ

る。この時の外部要因としては，京都議定書が発効し CO２ 削減が実施され

るという方向が企業の省エネ製品開発を刺激したということが理由のひと

つと考えられる。また，内部的には，新製品を開発することによって企業

が競争優位を追求する戦略を強まったことと深く関係している。特に，ハ

イブリッド車や LED照明の開発がその成功モデルとして映っていると思

われる。

　さらに，やや詳しく見ると，１９６４－２００９年の４６年間に製品イノベーショ

ンには２度の開発の波がある。第１回目は，１９８０年でその時製品イノベー

ションが全体特許数に占める割合は３６．９％にまで達している。そして，そ

の後は２０％台に低下している。ところが２００３年以降の製品設計は急増し全

体の第１位になったことに加えて，２００９年には製品イノベーションが

５１．５％と上昇したのである。

　この波は，１９６０年代から７０年代にかけて公害対策基本法，水質汚濁防止

法，大気汚染防止法が相次いで導入され規制が強化されたために，企業の

エンド・オブ・パイプ型の開発行動を引き起こし生産工程の革新に向かわ

せたものと推測することができる。また，１９７３年，１９７８年の二度の石油危

機によって原油価格の大幅な値上げが生産コストを大きく圧迫したために，

生産効率向上を不可避としたことである。その結果，多くの工程イノベー

ションが達成され企業は危機を乗り越えてきた。１９８０年前後には，こうし

た工程イノベーションが一段落した段階で，国際競争力強化のための次な

る対策として，企業は製品イノベーションに向かって行ったと考えられる。

　また，２００９年になると，各国の経済競争が一段と激化し，工程イノベー

ションによる生産効率化やコスト改善では，中国をはじめとする途上国と

のコスト格差，円高圧力を克服することが著しく困難になってきた。そし

て，２００７年に IPCCの第四次報告書で，持続可能性の実現のためには２０５０

年までに CO２ 排出量を８０－９５％削減することが必要であることが指摘され，
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ファクター１０が現実的な課題となってきた。これに呼応して企業の中にも，

リコーのように，CO２ や化学物質を２０５０年に８５％削減することを表明する

企業が現れた（『環境経営報告書２００９年版』）。しかし，このような大幅な環

境負荷削減は，既存の生産システムの下での効率化で実現することは不可

能であり，製品そのものを革新し統合的に取り組むことが必要であるとこ

が認識されてきた。現在の環境政策が，次第に統合的な政策に向かいつつ

あるのは，そうした認識を表しているのである。統合的とは，製品のライ

フサイクル的視点をもつことに加えて，イノベーションの要件である技術

の多様な規定要因を考慮する政策を言うのである。すでに言及したように，

OECDでも環境イノベーションのための有効な環境政策を集中的に検討し

ている。

５．　政 策 的 意 義

　環境政策は，環境イノベーションを刺激し，持続可能な社会の実現を目

指して施行される。そのために，第１に，環境イノベーションを効果的に

促進する環境政策を展開することが求められる。企業は，環境の改善だけ

でなく競争優位の獲得に結び付く場合に，環境イノベーションにより積極

的に投資を行うインセンティブが働くことを考慮する必要がある。

　第２に，今世紀に入ってからは，競争優位の獲得を意識した製品イノ

ベーションに企業の意識が向かっている。環境イノベーションの動向から

判断して，環境政策は企業の製品イノベーションを促進するものであるこ

とがより重要である。家電製品のエコポイトンや新エネルギーへの転換な

どの優遇税制が有効であったことがその事例となっている。

　第３に，手法規制的であるよりも，成果の実現を目指してライフサイク

ル全体を視野に入れた手法の自由裁量を与える政策が，イノベーションの

不確実性を考えると有効である。技術的成功は複合的要因に依存している

ために不確実性があり，手法の選択には柔軟性を与えることが必要である

からである。
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　これまでの研究では，環境政策が明確で安定性があるほど，企業の環境

イノベーションの投資は強められ環境イノベーションを誘発する傾向があ

ることが指摘されている。技術的，市場的な不確実性を低減する環境政策

は環境イノベーションを誘発することができるのである。今後の環境政策

は，これらの点を考慮して展開する必要が高まっている。エコロジカル・

フットプリントが依然として増加する中で，より統合的に有効な政策を実

施することが求められている。
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